
第５回宇宙活動法の見直しに関する小委員会
検討課題と論点

2024年12月17日
内閣府宇宙開発戦略推進事務局

1. 宇宙産業の国際競争力の強化に資する制度の在り方
2. 公共の安全を確保するための事故対応の在り方
3. 我が国が行う宇宙活動の透明性向上の在り方
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宇宙産業の国際競争力の強化に資する制度の在り方等 主要論点（案）１

宇宙産業の
国際競争力の
強化に資する
制度の在り方

１．包括的な許可制
度の在り方

① 打上げの高頻度化に対応するため、現行法（打上の都度の許可が必要）に加え、一定の

条件の下で※一度の申請で複数回の打上げが認められる許可制度（包括許可制度）等を

導入する必要性、許容性についてどのように考えるか？

※米国では、同一の機体又は機体群を使用し同一地点から打上げるという要件の下で、

一度の申請で複数回の打上げが認められている。

② 再突入に係る許可制度を創設する場合においても①と同様の制度を導入する必要性、許

容性についてどのように考えるか？

③ 衛星コンステレーションにおいて同一タイプの人工衛星を打ち上げる場合に、人工衛星管

理許可の申請負荷を軽減できるようにするため、人工衛星に関する型式認定制度や一回

の申請で複数の衛星管理許可を認める制度を導入する必要性、許容性についてどのよう

に考えるか？

④ 人工衛星管理許可について、同一タイプではない場合に、包括許可制度等の必要がある

か。

２．制度・基準の国
際調和及び審査手
続の迅速化・効率

化の在り方

① 我が国の宇宙産業の国際競争力を強化する観点から、制度や基準の国際調和をどのよ

うに進めていくべきか？

② 今後予想される申請の増加に向けて、許可審査に要する標準処理期間について、どのよ

うな考え方で設定されるべきか？
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宇宙産業の国際競争力の強化に資する制度の在り方等 主要論点（案）２

公共の安全を
確保するための

事故対応の在り方

① ロケット落下等損害や人工衛星落下等損害が発生した場合に、現行法上では打上げ実施者や人工衛星管理

者に報告義務が課されておらず、政府として損害発生の事実を速やかに把握することが制度上確保されてい

ないとの指摘もある。今後の方向性についてどのように考えるか？

② ロケットや人工衛星の落下により第三者損害が発生する事故が発生したり、そのおそれが高い場合に、航空

や鉄道と同様に、事故の再発防止等の観点から、行政への報告のプロセスを事故報告制度として宇宙活動

法上明確にする必要性、許容性についてどのように考えるか？

③ ②の整理を前提として、報告の対象とする事故やインシデントの範囲はどのように考えるべきか？また、報告

を受けた行政機関はどのような対応を行うべきか？関係事業者に過重な負担とならないようにする観点から、

考慮すべき事項はあるか？なお、航空においては、航空機・無人航空機（ドローン）による人の死傷や物件の

損壊、他の航空機との接触等が事故とされており、ニアミスや操縦に障害が発生した事態（制御不能）等が重

大インシデントとされている。航空機については、事故・重大インシデントは運輸安全委員会による調査が実

施され、その他の不安全事象は航空局により分析等を行った上で国土交通省HPに掲載されるが、無人航空

機については、重大な事故のみ運輸安全委員会の調査が実施される制度となっている。

④ 無人航空機を飛行させる者と同様に、宇宙活動法上、事故が発生した場合に、許可取得者に対し、負傷者の

救護や火災の延焼防止等の応急措置を行う義務を課すことの必要性、許容性についてどのように考えるか？

⑤ 公共の安全の確保や事故の原因究明等の観点から、運輸安全委員会の事故調査権限と同様に、内閣総理

大臣に、事故現場の立入禁止措置、事故関係物件の提出・留置や保全・移動禁止措置をとる権限を付与する

必要性・許容性についてどのように考えるべきか？事故調査制度の施行状況を勘案して検討する将来課題と

することはありうるか。

我が国が行う宇宙活動
の透明性向上の在り方

① 我が国が行う宇宙活動の透明性を向上させるため、宇宙活動法の許可状況等を積極的に情報公開する必要

性、許容性についてどのように考えるか？
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宇宙活動法の見直しに関する小委員会 主な検討課題 5

多様な宇宙輸送シス
テムへの対応

 ①宇宙機の大気圏への再突入行為、②再使用型ロケットの打上げ時の着陸行為、③サブオービタル飛行（高

速二地点輸送、宇宙旅行、微小重力実験等）、④人工衛星を搭載しない打上げ行為等、多様な宇宙輸送に対

応する許可制度に改めるべきではないか？

 日本企業が国外で行うロケットの打上げや宇宙機の再突入等、宇宙輸送サービスのグローバル化に対応す

る許可制度に改めるべきではないか？

宇宙産業の国際競争
力の強化

 打上げの高頻度化に対応するため、現行の都度の許可制度に加え、一度の申請で複数回の打上げが認めら

れる許可制度（包括許可制度）を導入するべきではないか？

 衛星コンステレーションにおいて同一タイプの人工衛星を打ち上げる場合には、簡易に人工衛星管理許可の

申請ができるようにするため、人工衛星に関する型式認定制度を導入するべきではないか？

 顧客ニーズに応じてスピーディーな打上げサービスを提供できるようにするため、許可審査に要する標準処

理期間の短縮に向けた方策を検討するべきではないか？

宇宙空間の安全かつ
持続的な利用の確保

 スペースデブリ問題に関して、宇宙活動法を通じて、どのように宇宙空間のサステナビリティを確保するか？

 宇宙葬やモニュメントのように、管理しない（できない）物体の打上げ行為をどのように取り扱うべきか？

ロケット落下事故の
被害者の保護

 多様な宇宙輸送時代に対応するため、損害賠償担保措置及び政府補償制度の拡充が必要ではないか？

 大型化・難燃化が進展する一部の人工衛星については、地上落下時に損害が発生するリスクがある。このた

め、新たに損害賠償担保措置及び政府補償制度の対象とするべきではないか？

公共の安全の確保
 ロケットの落下事故については、行政として発生した事実をすみやかに把握する必要があるのではないか？

 事故が発生した場合、関係企業は、負傷者の救護や火災の延焼防止等の応急措置を行うべきではないか？

有人宇宙輸送の実現  将来の有人宇宙輸送の実用化に適時適切に対応するため、制度上の対応を検討するべきではないか？

その他
 我が国が行う宇宙活動の透明性を向上させるため、内閣府は、宇宙活動法の許可状況や事故報告の概要を

積極的に情報公開するべきではないか？

※ 第1回小委員会（9月26日）での事務局説明資料より



我が国における民間ロケットのラインナップ （2024年9月時点、 順不同）

①スペースワン ②インターステラテクノロジズ ⑤PDエアロスペース

No.
企業名

（設立年、従業員数、役員、主要株主等）
ロケット名称 打上げ能力 実用化予定年 射場 その他

1 スペースワン（2018年）
（従業員数：不開示、代表取締役社
長：豊田正和、キヤノン電子、IHIエア
ロスペース、清水建設等）

カイロス 250kg(低軌道) 2024年
和歌山県
串本町

• 2024年3月に初号機の打上げを実施
2024年12月の2号機の打上げに向けて準備中

• 射場は自社整備による

2 インターステラテクノロジズ（2013年）
（186名、代表取締役CEO：稲川貴大、
丸紅、SBIインベストメント、NTTドコモ
等）

MOMO 30kg(弾道飛行) 2019年～

北海道大樹町

• 観測ロケット。7機の打上げ実績を有する

ZERO ～800kg(低軌道) 2024年度以降 • 小型衛星打上げ用ロケット。研究開発を実施中

DECA 10トン(低軌道) 2030年代 • 再使用型ロケット（構想段階）

3 スペースウォーカー（2017年）
（70名、代表取締役CEO：眞鍋顕秀、リアラ
イズグループ、JAXA、JALUX ※JALグ
ループ等）（東京理科大発スタートアップ）

FuJin/RaiJin 310kg(低軌道) 2028年
北海道大樹町

（検討中）

• FuＪin：観測ロケット、RａｉＪｉｎ：衛星打上げ用スペースプレー
ン(再使用型有翼ロケット)

NagaTomo
有人輸送

(搭乗者8名)
2030年

• 有人宇宙飛行（サブオービタル飛行、高度120km）を予定
• 2040年代に高速二地点間輸送(オービタル)を目指す

4 将来宇宙輸送システム（2022年）
（63名、代表取締役：畑田康二郎、イ
ンキュベイトファンド等）

ASCA 1
（アスカ-ワン）

100kg級
(低軌道)

2027年以降
北海道大樹町

（検討中）

• 再使用型ロケット。そのエンジンをIHI/IHIエアロスペースや
米国Ursa Major 社と共同開発

• 2030年代早期に有人宇宙輸送を目指す

5 PDエアロスペース（2007年）
（14名、代表取締役CEO：緒川修治、
ANA、HIS等）

無人有翼機
（名称未定）

無人輸送
(弾道飛行)

2027年
沖縄県

下地島空港

• 2023年に無人中型固定翼機の飛行実証を実施
• 2024年にジェット/ロケット切替エンジンの作動実証を達成

ペガサス
有人輸送

(搭乗者8名)
2030年代

• 2030年代にスペースプレーン(単段式宇宙往還機)による無
人および有人宇宙輸送を目指す

6 AstroX（2022年）
（25名、代表取締役CEO：小田翔武、
ICJ、三菱UFJキャピタル、ニッセイ
キャピタル、ANOBAKA等）

FOX 10kg(弾道飛行) 2025年度中 福島県
南相馬市

ほか

• ロックーン方式(気球からロケットを空中発射)による小型衛
星の打上げ事業を2028年度中に開始予定

• 2024年8月に超小型ロケットの飛行実験に成功
AstroX 
Orbital

～100kg
(低軌道)

2028年度中

7 本田技術研究所
未定 未定 2030年代 未定

ロケットの再使用に必要な要素技術を獲得するため、2024年7月末
以降、小型実験機を用いた離着陸実験を行う

④将来宇宙輸送システム③スペースウォーカー ⑥AstroX
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包括的な許可制度の在り方

第20条第１項
国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機若しくは我が国が管轄権を有する人工衛星として内閣
府令で定めるものに搭載された人工衛星管理設備（以下「国内等の人工衛星管理設備」という。）を用いて人工衛
星の管理を行おうとする者は、人工衛星ごとに、内閣総理大臣の許可を受けなければならない。

人工衛星ごとに個別に許可申請をし、許可基準の適合審査を受ける必要がある。

打上げごとに個別に許可申請をし、許可基準の適合審査を受ける必要がある。

7

人工衛星等の打上げに係る許可

第４条第１項
国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機に搭載された打上げ施設を用いて人工衛星等の打上
げを行おうとする者は、その都度、内閣総理大臣の許可を受けなければならない。

人工衛星の管理に係る許可



包括的な許可制度の在り方 8

人工衛星等の打上げに係る許可

1. 人工衛星の打上げ用ロケットの設計が、人工衛星の打上げ用ロケットの飛行経路及び打上げ施設の周辺の安全を確保す
るための人工衛星の打上げ用ロケットの安全に関する基準として内閣府令で定める基準（以下「ロケット安全基準」とい
う。）に適合していること又は第十三条第一項の型式認定若しくは外国認定を受けたものであること。【人工衛星の打上げ
用ロケットの設計】

2. 打上げ施設が、次のイ及びロに掲げる無線設備を備えていることその他の人工衛星の打上げ用ロケットの飛行経路及び
打上げ施設の周辺の安全を確保するための打上げ施設の安全に関する基準として人工衛星の打上げ用ロケットの型式
に応じて内閣府令で定める基準（以下「型式別施設安全基準」という。）に適合していること又は第十六条第一項の適合認
定を受けたものであること。【打上げ施設】

3. ロケット打上げ計画において、飛行中断措置その他の人工衛星の打上げ用ロケットの飛行経路及び打上げ施設の周辺の
安全を確保する方法が定められているほか、その内容が公共の安全を確保する上で適切なものであり、かつ、申請者が
当該ロケット打上げ計画を実行する十分な能力を有すること。【ロケット打上げ計画及び能力】

4. 人工衛星の打上げ用ロケットに搭載される人工衛星の利用の目的及び方法が、基本理念に則したものであり、かつ、宇宙
の開発及び利用に関する諸条約の的確かつ円滑な実施及び公共の安全の確保に支障を及ぼすおそれがないものである
こと。【人工衛星の利用の目的及び方法】

第6条（許可基準）

型式認定を受けていれば、個別の打上げ許可申請では審査省略

第13条第1項 内閣総理大臣は、申請により、人工衛星の打上げ用ロケットの設計について型式認定を行う。

ロケットの設計がロケット安全基準に適合している場合に型式認定を受けることができる。

型式認定



包括的な許可制度の在り方 9

人工衛星の管理に係る許可

第22条（許可基準）

人工衛星等の打上げに係る許可と異なり、型式認定制度はなく、個別の許可申請で審査を省略でき
る項目はない。

1. 人工衛星の利用の目的及び方法が、基本理念に則したものであり、かつ、宇宙の開発及び利用に関する
諸条約の的確かつ円滑な実施及び公共の安全の確保に支障を及ぼすおそれがないものであること。【人
工衛星の利用の目的及び方法】

2. 人工衛星の構造が、その人工衛星を構成する機器及び部品の飛散を防ぐ仕組みが講じられていることそ
の他の宇宙空間探査等条約第九条に規定する月その他の天体を含む宇宙空間の有害な汚染並びにその
平和的な探査及び利用における他国の活動に対する潜在的に有害な干渉（次号及び第四号ニにおいて
「宇宙空間の有害な汚染等」という。）の防止並びに公共の安全の確保に支障を及ぼすおそれがないものと
して内閣府令で定める基準に適合するものであること。【人工衛星の構造】

3. 管理計画において、他の人工衛星との衝突を避けるための措置その他の宇宙空間の有害な汚染等を防止
するために必要なものとして内閣府令で定める措置及び終了措置を講ずることとされており、かつ、申請者
（個人にあっては、死亡時代理人を含む。）が当該管理計画を実行する十分な能力を有すること。【人工衛
星の管理計画及び能力】

4. 終了措置の内容が次のイからニまでのいずれかに該当するものであること。【人工衛星の終了措置】



主要国における宇宙活動法制度の整備状況

米 国 英 国 仏 国 豪 州 ニュージーランド 日 本

法律名（制定年）
米国商業宇宙打
上げ法（1984年）

宇宙法（1986年）、
宇宙産業法（2018年）

宇宙活動に関す
る法律（2008年）

宇宙（打上げ及び
帰還）法（2018年）

宇宙及び高高度
活動法（2017年）

宇宙活動法
※１

規制機関
連邦航空局

（FAA）
民間航空局（CAA）

経済財務産業省
（宇宙担当大臣）

宇宙庁（ASA） 宇宙庁（NZSA）
内閣府宇宙開発
戦略推進事務局

ロケットの打上げ（通常） 有 有 有 有 有 有（許可制度）

①再使用型ロケットの使用 有 有 有 無 無 無（非対応）

②宇宙機の大気圏再突入 有 有 有 有 無 無（非対応※２）

③サブオービタル飛行

（高速二地点輸送、宇宙旅行等）
有 有 無 有

※３

有
※３

無（非対応）

④有人宇宙飛行 有 有 無 無 無 無（非対応）

事故時の報告義務

（事業者→規制機関）
有 有 有 有

※４

有
※４

無

 米国、日本、英国、仏国、豪州、ニュージーランドは、「自国の宇宙産業発展」「ロケットの安全な打上げ」「宇宙諸条約の義務の履行
（宇宙の平和利用や損害に対する責任関係等※）」を目的として、ロケット企業が行う打上げ等に対する許可制度を整備

（※）例えば宇宙損害責任条約では、ロケットの落下事故が発生した場合、打上げ国が外国での損害に対して無過失責任を負う国際ルール

 近年、宇宙輸送分野の技術革新に伴い、新たな宇宙輸送の形態として、①再使用型ロケットの使用、②宇宙機の大気圏再突入、
③サブオービタル飛行（無人・有人）、④有人宇宙飛行 が実用化。

 しかし、新たな宇宙輸送（①～④）の実現に向けて、我が国の制度整備は他国よりも遅れている状況

※１ 正式の法律名は「人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律」、2016年公布、2018年施行
※２ 現行の人工衛星管理許可制度において、人工衛星の終了措置として、再突入で衛星を燃焼させることなく地表又は水面に落下させて回収することは想定されている。
※３ 豪州及びニュージーランドでは、有人宇宙飛行（宇宙旅行）の制度は整備されていない。
※４ 法律・規則には報告義務を課す規定はないが、許可申請の際、事故時に報告するべき当局一覧（豪州）や事態対処（豪州、NZ）を記載した緊急時計画を提出させている。

表：新たな宇宙輸送に関する国際比較（許可・免許制度の有無）
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 Harmonizing International Launch and Reentry Regulations: The Department of Transportation (DOT) will pursue new efforts to reduce 
international duplication and dual licensing of launches and reentries.  DOT will work toward enabling recognition of launch safety approvals 
between foreign governments to eliminate dual licensing of a single U.S. launch activity when conducted from another country.

国際的な打上げ・再突入規制の調和： 運輸省（DOT）は、打上げライセンスと再突入ライセンスの国際的な重複や二重免
許を減らすため、新たな取り組みを進める。 DOTは、外国政府との間で打上げライセンスの相互承認を可能にし、外国政
府が米国（企業）に行う打上げの二重ライセンスをなくすようにする。

米国が主導するロケット打上げ規制の国際調和（2023年12月 国家宇宙会議）

 2023年12月20日、カマラ・ハリス副大統領は、バイデン政権で第3回目となる国家宇宙会議(NSpC)をワシントンD.C.で開催。

 カマラ・ハリス副大統領は、10年後までに米国人宇宙飛行士を月面に着陸させることを発表。また、宇宙開発における米国
のリーダーシップや同盟国との前例のない連携等、国際宇宙パートナーシップの拡大におけるこれまでの進歩を強調。

 また、米国の宇宙経済の成長と雇用創出のため、打上げ規制における国際間のルール確立に向けた取組みも発表。

出典：https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2023/12/20/fact-sheet-strengthening-u-s-international-space-partnerships/
（写真）https://nasawatch.com/biden-space/national-space-council-event-nice-tv-backdrop-but-no-news/

打上げ規制に対する国際ルール確立に向けた取組み（抜粋）

国家宇宙会議で演説するカマラ・ハリス副大統領（2023年12月）

 Promoting Safety Multilaterally for Launch and Reentry: DOT will begin a 
multilateral discussion on safety standards for launch, reentry, and operation of 
launch and reentry sites.

ロケット打上げと再突入の安全性向上を多国間で推進： DOTは、ロケッ
ト打上げ、再突入、射場・帰還場の運用に関する安全基準について、多
国間の議論を開始する。

 International Commercial Space Cooperation: The Departments of State and 
Commerce will strengthen commercial space diplomacy efforts intended to deepen 
U.S. international commercial space partnerships, including through bilateral and 
multilateral engagements.

国際間の商業宇宙協力： 国務省と商務省は、二国間および多国間にお
いて、米国の国際的な商業宇宙パートナーシップを深める方向で、商業
宇宙外交の取り組みを強化する。
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国際宇宙港会議(International Spaceport Meeting) の概要

商業宇宙輸送に係る政策・規制の国際調和、安全規制に関する政府間協力、ライセンスの重複低減等を
推進するため、米・連邦航空局商業宇宙輸送局（FAA-AST）がGlobal Spaceport Allianceとの共催により開催

■日時：2024年10月13日(日) 10:00 ～ 16:00
■場所：イタリア・ミラノコンベンションセンター (Allianz MiCo)
■参加： 各国政府や宇宙機関・宇宙港など、20か国以上の国や地域から約100名
 （米FAA、仏CNES、ノルウェーCAA、オーストラリア宇宙機関、ブラジル宇宙機関、ニュージーランド宇宙機関など）

日本からは内閣府宇宙開発戦略推進事務局が参加し、宇宙活動法の見直しの状況等についてプレゼンテーション
■主な議題
 宇宙輸送分野の規制・基準の国際調和の在り方、各国規制の重複低減やライセンスの相互承認の在り方
 サブオービタル飛行、 サブオービタル打上げの法的枠組みの在り方
 同一の射場から複数のロケット事業者が打上げを行う場合における安全管理の方法
 宇宙港の効率的な運用と国際連携、航空関連規制と宇宙関連規制の協調 等

■日米のバイ会合
 内閣府宇宙事務局は、別途、FAA AST、国務省及び商務省と個別ミーティングを持ち、規制の在り方について意見交換

第１回会合の模様
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宇宙活動法上の事故時の措置 13

人工衛星等の打上げ

1. 死亡したとき その相続人
2. 法人が破産手続開始の決定により解散したとき その破産管財人
3. 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の事由により解散したとき その清算人
4. 人工衛星等の打上げを終えたとき 打上げ実施者であった個人又は打上げ実施者であった法人を代表す

る役員

第11条（死亡等による許可の失効）
前条第五項の規定によるほか、打上げ実施者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、第四条第
一項の許可は、その効力を失う。この場合において、当該各号に定める者は、当該各号に該当することとなった
日から三十日以内に、その旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。

現行法上、打上げ終了時の届出義務は規定されているが（※１）、ロケット落下等損害発生時の報告
義務は規定されていない（※２）。

※２ ただし、ロケット落下等損害賠償補償契約約款上、打上げ実施者には、ロケット落下等損害発生時に、直ち
にその発生の日時、場所及び損害の状況を、内閣総理大臣に通知する義務が規定されている。

※１ 当該届出をせず、又は虚偽の届出をした場合には、10万円以下の過料に処される（第65条）。



宇宙活動法上の事故時の措置 14

人工衛星の管理

第25条（事故時の措置）
人工衛星管理者は、第二十条第一項の許可に係る人工衛星の他の物体との衝突その他の事故の発生により、
同項の許可に係る終了措置を講ずることなく人工衛星の管理ができなくなり、かつ、回復する見込みがないとき
は、内閣府令で定めるところにより、速やかに、その旨、当該事故の状況及び当該事故の発生後の人工衛星の
位置の特定に資するものとして内閣府令で定める事項を内閣総理大臣に届け出なければならない。この場合に
おいて、同項の許可は、その効力を失う。

現行法上、上記のような事故発生時の届出義務は規定されているが（※）、人工衛星落下等損害発
生時の報告義務は規定されていない。

※ 当該届出をせず、又は虚偽の届出をした場合には、50万円以下の罰金が科される（第63条第1号）。



宇宙活動法上の事故時の措置 15

人工衛星等の打上げ

1. 打上げ実施者は、人工衛星等の打上げを行うに当たっては、当該人工衛星等の打上げに係る人工衛星の打上げ用ロケッ
トを第四条第一項の許可に係る設計に合致するようにしなければならない。

2. 打上げ実施者は、人工衛星等の打上げを行うに当たっては、災害その他やむを得ない事由のある場合を除くほか、第4条
第1項の許可に係るロケット打上げ計画の定めるところに従わなければならない（※）。

第8条（設計合致義務等）

２ 防災計画の策定等
打上げ施設における災害防止のための防災計画を策定し、災害防止のための必要な設備や取扱いの安全を図るために関連法令を遵守すること。
火災やガスの検知、防犯警報等の情報を集中して常時状態を把握するとともに、防火、消防、防護設備については、危険作業の実施に先立ち十分な点検を行うこと。

1. 【省略】
2. 【省略】

3. ロケット打上げ計画において、飛行中断措置その他の人工衛星の打上げ用ロケットの飛行経路及び打上げ施設の周辺の
安全を確保する方法が定められているほか、その内容が公共の安全を確保する上で適切なものであり、かつ、申請者が
当該ロケット打上げ計画を実行する十分な能力を有すること。【ロケット打上げ計画及び能力】

4. 【省略】

第6条（許可基準）

ロケット打上げ計画及び能力に係る審査基準（抜粋）

12 警戒区域解除前の第三者損害発生の防止
打上げ作業期間中において、必要な場合は作業の停止を行うことを含め安全上の措置を講ずること。

13 飛行安全管制の実施
ロケットが故障した場合の落下物に対する安全を確保するため、飛行中の状態監視を行い、必要な場合には飛行の中断を安全に行うことができるよう措置を講ずる
こと。
18 ロケット打上げ計画を実行する体制の構築
上記１から17 に掲げる事項を確実に遂行するため、以下のとおり、適切な体制を整備すること。
－安全組織及び業務： 専ら安全確保に責任を有する組織を整備し、これが緊密な通信手段により有機的に機能するように措置を講ずるとともに、

安全上のあらゆる問題点について、打上げの責任者まで報告される体制を確立すること。
－安全教育訓練の実施： 打上げに携わる者への安全教育・訓練を実施するとともに、安全確保に係る事項の周知徹底を図ること。
－緊急事態への対応： 打上げ作業期間中に事故が発生した場合等の緊急事態等に的確に即応するための体制を確立すること。

※ 第8条の規定に違反して人工衛星等の打上げを行った場合、1年以下の懲役又は100万円以下の罰金が科さ

れる（第61条第1号）。



宇宙活動法上の事故時の措置 16

人工衛星の管理

人工衛星管理者は、人工衛星の管理を行うに当たっては、災害その他やむを得ない事由のある場合を除くほか、第20条第1項の許可に係る管理計
画（※）の定めるところに従わなければならない。

第24条（管理計画の遵守）

１ 分離又は結合時の他の人工衛星の管理への干渉防止（府令第23 条第１号）
• 人工衛星を構成する機器又は部品を分離するときは、有人宇宙船を含む他の人工衛星の管理に重大な支障を及ぼさないよう、適切な軌道への投入等の措置につ

いて定めること。
• 他の人工衛星等に結合するときは、他の人工衛星の管理に重大な支障を及ぼさないよう、機器等の離脱や飛散の防止等の措置について定めること。
２ 異常時の破砕防止（府令第23 条第２号）
• 人工衛星の状態等の異常を検知したとき、破砕の予防措置の実施等の方法、要領等について定めること。
３ 他の人工衛星等との衝突回避（府令第23 条第３号）
• 他の人工衛星等と衝突する可能性の情報把握の方法、情報を入手した場合における措置について定めること。
４ 人工衛星の管理を実行する体制の構築
• 上記１から３に掲げる管理計画を確実に遂行するため、以下のとおり、適切な体制を整備すること。

－管理の組織及び業務
－異常事態への対応
－セキュリティ対策の構築

第22条（許可基準）

管理計画及び能力に係る審査基準

※ 第24条の規定違反に係る罰則規定は存在しないが、是正命令の対象となり（第33条第３項）、是正命令違反

は人工衛星管理許可の取消事由となる（第30条第１項第４号）。

※管理計画：人工衛星の管理の方法を定めた計画（第20条第2項第7号）

宇宙活動法施行規則第24条（人工衛星の管理に係る措置）
第23条 法第22条第3号の内閣府令で定める措置は、次に掲げる措置とする。

1. 【省略】
2. 【省略】

3. 管理計画において、他の人工衛星との衝突を避けるための措置その他の宇宙空間の有害な汚染等を防止するために必要なものとして内閣府
令で定める措置及び終了措置を講ずることとされており、かつ、申請者（個人にあっては、死亡時代理人を含む。）が当該管理計画を実行する
十分な能力を有すること。【人工衛星の管理計画及び能力】

4. 【省略】

1. 人工衛星を構成する機器若しくは部品を分離するとき又は人工衛星を他の人工衛星等に結合するときに、他の人工衛星の管理に支障を及ぼさないこと。
2. 人工衛星の位置、姿勢及び状態の異常を検知したときに、当該人工衛星の破砕を予防すること又は終了措置を実施すること。
3. 法第20条第2項第3号に掲げる軌道から異なる軌道に移動し得る能力を有する人工衛星にあっては、他の人工衛星等と衝突する可能性があることを把握し

たときに回避することが適切と判断される場合は、回避すること。



米国における事故発生時の制度（報告・緊急対応義務）
【事故の定義】（連邦規則集(CFR) 第14編 第III章 第401部 第401.7条 定義※（仮訳））
■事故（Mishap）： 免許又は許可に基づく活動に関連する事象又は一連の事象であって、次の各号のいずれかの結果をもたらすもの
(1) (CFR第49編第830.2条に定義される)死亡又は重傷
(2) 安全上重要なシステムの機能不全
(3) 免許人又は許可取得者の安全組織、安全運用、安全手順の不備
(4) 連邦航空局が判断する、宇宙飛行参加者、乗員、政府宇宙飛行士又は公衆に重傷又は致命的な傷害を引き起こす高いリスク
(5) 連邦航空局が判断する、免許又は許可に基づく活動に関連しない財産への実質的な損害
(6) 連邦航空局が判断する、免許又は許可に基づく活動に関連する財産への計画外の実質的な損害
(7) 免許に基づく活動又は許可に基づく活動中の打上げ機又は再突入機の計画外の永久的喪失
(8) 計画された着陸地点又は指定された危険区域の外での有害デブリの衝突
(9) 第450.213条第(b)項に報告される計画通りの打上げ又は再突入の未完了

※同条の定義は機体運用者免許（Vehicle Operator License）
（第450部）に適用されるもの（現状申請不可となった、打上げ
免許（第415部）、再使用型打上げ機の打上げ及び再突入免
許（431部）及び再使用型打上げ機(RLV)以外の再突入機の再
突入免許（435部）に適用される事故の定義とは異なる。）。

【事故時の報告及び緊急対応】（連邦規則集(CFR) 第14編 第III章 第C節 第450部 第450.173条 事故計画―報告、対応及び調査要件（仮訳））

■事故報告要件(Mishap reporting requirements.)： 運用者は、次の各号に掲げる事項を行わなければならない。
(1) (CFR第49編第830.2条に定義される)死亡又は重傷を伴う事故の場合、直ちに連邦航空局ワシントン運用センターに通知すること。
(2) (CFR第49編第830.2条に定義される)死亡又は重傷を伴わない事故の場合、24時間以内に連邦航空局ワシントン運用センターに通知すること。
(3) いかなる事故についても、5日以内に連邦航空局商業宇宙輸送局に書面による予備報告書を提出すること。予備報告書には、該当する場合、
     次の(i)から(xii)までに掲げる情報を含めなければならない。

 (i)事故の日時、(ii)事故の説明及び事故に至る事象の順序（知られている範囲で）、 
(iii)打上げ若しくは再突入又はその他の地球への着陸の意図した場所及び実際の場所
 (iv)計画された着陸地点又は指定された危険区域外を含む、危険なデブリの衝突地点、(v)機体の特定、(vi)ペイロードの特定、
 (vii)死亡者及び負傷者の数及び一般的な説明、(viii)財産損害の説明及び推定費用
 (ix) 事象に関与した、本章第401.7条で定義される危険物の特定（機体上、ペイロード上又は地上のいずれであるかを問わない。）
 (x)事象の影響を抑制するために何人かが講じた措置、(xi)事象発生時の気象条件、(xii)他の類似の機体、システム又は運用に対する潜在的な影響

■緊急対応要件（Emergency response requirements.）：運用者は、次の各号に掲げる事項を行わなければならない。
  (1) 事故後、必要に応じて、公衆及び財産を保護するための緊急対応サービスを起動すること(これには次の(i)及び(ii)に掲げる事項を含むが、
       これらに限られない。)。
       (i) デブリの分散及び有毒プルームを考慮した、公衆の避難及び救助、(ii)消火
  (2) 公衆の安全を保護するために必要な既存の危険区域の監視及び立入制限を維持すること。
  (3) 事故の影響を抑制し、最小限に抑えること(これには次の(i)から(iii)までに掲げる事項を含む。)。

(i) 公衆が立ち入らないよう衝突区域を確保すること。
(ii) 危険物を安全に処分すること。

      (iii) 現場又は衝突区域の危険を管理すること。
  (4) データと物的証拠を保存する。
  (5) 本条の要件を満たすために必要な場合、政府機関及び緊急対応サービスとの合意を実施すること。 17



無人航空機に係る事故時の措置 18

（事故等の場合の措置）
航空法第132条の90
1. 次に掲げる無人航空機に関する事故が発生した場合には、当該無人航空機を飛行させる者は、直ちに当該

無人航空機の飛行を中止し、負傷者を救護することその他の危険を防止するために必要な措置を講じなけ
ればならない（※１）。

2. 前項各号に掲げる事故が発生した場合には、当該無人航空機を飛行させる者は、当該事故が発生した日時
及び場所その他国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に報告しなければならない（※２）。

一． 無人航空機による人の死傷又は物件の損壊
二． 航空機との衝突又は接触
三． その他国土交通省令で定める無人航空機に関する事故

航空法第132条の91
無人航空機を飛行させる者は、飛行中航空機との衝突又は接触のおそれがあつたと認めたときその他前条第
一項各号に掲げる事故が発生するおそれがあると認められる国土交通省令で定める事態が発生したと認めたと
きは、国土交通省令で定めるところにより国土交通大臣にその旨を報告しなければならない。

航空法施行規則第236条の86
法第132条の91の国土交通省令で定める事態は、次に掲げる事態とする。

一． 無人航空機による人の負傷（法第132条の90第1項第1号に掲げる人の死傷を除く。【以下省略】）
二． 無人航空機の制御が不能となつた事態
三． 無人航空機が発火した事態（飛行中に発生したものに限る。）

※１ 当該措置を講じない場合、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金が科される（航空法第157条の6）。

※２ 当該報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、30万円以下の罰金が科される（航空法第157条の10第2項）。
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国土交通省航空局無人航空機安全課「事故・重大インシデントについて」（https://www.mlit.go.jp/common/001623401.pdf）より引用
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（事故等の場合の措置）
航空法第132条の90
1. 【省略】
2. 前項各号に掲げる事故が発生した場合には、当該無人航空機を飛行させる者は、当該事故が発生した日時及び場所その他国土交通省令で定める事項を国土交通

大臣に報告しなければならない。

航空法施行規則第236条の85
法第132条の90第2項の国土交通省令で定める事態は、次に掲げる事項とする。
一． 無人航空機を飛行させた者の氏名及び所属する会社その他の団体がある場合にあつてはその名称
二． 二 無人航空機を飛行させた者の住所（所属する会社その他の団体がある場合にあつてはその所在地。第236条の87第2号において同じ。）
三． 無人航空機を飛行させた者の無人航空機操縦者技能証明書番号
四． 許可又は承認を受けた年月日及び当該許可又は承認の番号（許可又は承認を受けている場合に限る。第236条の87第5号において同じ。）
五． 無人航空機の登録記号、型式、製造者及び製造番号
六． 無人航空機の機体認証書番号（機体認証を受けた無人航空機に限る。第236条の87第7号において同じ。）
七． 無人航空機の使用者の氏名又は名称
八． 出発地及び到着予定地
九． 飛行の目的及び概要
一○． 事故の概要
一一． 人の死傷又は物件の損壊概要
一二． 無人航空機の損壊概要（無人航空機が損壊した場合に限る。第236条の87第13号において同じ。）
一三． その他参考となる事項

航空法施行規則第236条の87
法第132条の91の規定により、無人航空機を飛行させる者は、次に掲げる事項を国土交通大臣に報告しなければならない。

航空法第132条の91
無人航空機を飛行させる者は、飛行中航空機との衝突又は接触のおそれがあつたと認めたときその他前条第一項各号に掲げる事故が発生するおそれがあると認められ
る国土交通省令で定める事態が発生したと認めたときは、国土交通省令で定めるところにより国土交通大臣にその旨を報告しなければならない。

一． 無人航空機を飛行させた者の氏名及び所属する会社その他の団体がある場合にあつてはその名称
二． 無人航空機を飛行させた者の住所
三． 無人航空機を飛行させた者の無人航空機操縦者技能証明書番号
四． 報告に係る事態が発生した日時及び場所
五． 許可又は承認を受けた年月日及び当該許可又は承認の番号
六． 無人航空機の登録記号、型式、製造者及び製造番号
七． 無人航空機の機体認証書番号
八． 無人航空機の使用者の氏名又は名称
九． 出発地及び到着予定地
一○． 飛行の目的及び概要
一一． 報告に係る事態の概要
一二． 人の負傷の概要（前条第一号に掲げる事態の場合に限る。）
一三． 無人航空機の損壊概要
一四． その他参考となる事項

報告事項は施行規則において明確に特定されている
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国土交通省「無人航空機に係る事故等の報告書（様式）」
（https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.mlit.go.jp%2Fkoku%2Fcontent%2F001574423.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK）より引用

無人航空機に係る事故／重大インシデントの報告書の様式
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国土交通省「無人航空機の事故及び重大インシデントの報告要領」（https://www.mlit.go.jp/koku/content/001520661.pdf）より引用
（※ハイライト箇所は内閣府宇宙開発戦略推進事務局による）



運輸安全委員会の事故等調査権限 23

（事故等調査）
運輸安全委員会設置法第18条
1. 委員会は、国際民間航空条約の規定並びに同条約の附属書として採択された標準、方式及び手続に準拠して、第五条第一

号及び第二号に規定する調査を行うものとする。
2. 委員会は、事故等調査を行うため必要があると認めるときは、次に掲げる処分をすることができる。

3. 委員会は、必要があると認めるときは、委員長、委員又は事務局の職員に前項各号に掲げる処分を、専門委員に同項第四
号に掲げる処分をさせることができる。

4. 前項の規定により第二項第四号に掲げる処分をする者は、その身分を示す証票を携帯し、かつ、関係者の請求があるとき
は、これを提示しなければならない。

5. 第二項又は第三項の規定による処分の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

一． 航空機等の使用者、航空機等設計者等（航空機等又は航空機等の装備品若しくは部品の設計、製造、整備、改造又は
検査をする者をいう。第四号において同じ。）、航空機に乗り組んでいた者、無人航空機の飛行を行つた者、航空事故に
際し人命又は航空機等の救助に当たつた者その他の航空事故等の関係者（以下「航空事故等関係者」という。）から報
告を徴すること。

二． 鉄道事業者、軌道経営者、列車又は車両に乗務していた者、鉄道事故に際し人命の救助に当たつた者その他の鉄道事
故等の関係者（以下「鉄道事故等関係者」という。）から報告を徴すること。

三． 船舶の使用者、船舶に乗り組んでいた者、船舶事故に際し人命又は船舶の救助に当たつた者その他の船舶事故等の関
係者（以下「船舶事故等関係者」という。）から報告を徴すること。

四． 事故等の現場、航空機等の使用者、航空機等設計者等、鉄道事業者、軌道経営者又は船舶の使用者の事務所その他
の必要と認める場所に立ち入つて、航空機等、鉄道施設、船舶、帳簿、書類その他の事故等に関係のある物件（以下
「関係物件」という。）を検査し、又は航空事故等関係者、鉄道事故等関係者若しくは船舶事故等関係者（以下「関係者」と
いう。）に質問すること。

五． 関係者に出頭を求めて質問すること。
六． 関係物件の所有者、所持者若しくは保管者に対し当該物件の提出を求め、又は提出物件を留め置くこと。
七． 関係物件の所有者、所持者若しくは保管者に対し当該物件の保全を命じ、又はその移動を禁止すること。
八． 事故等の現場に、公務により立ち入る者及び委員会が支障がないと認める者以外の者が立ち入ることを禁止すること。



我が国が行う宇宙活動の透明性向上の在り方

24

宇宙条約

第９条
条約の当事国は、月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用において、協力及び相互援助の原則に従う
ものとし、かつ、条約の他のすべての当事国の対応する利益に妥当な考慮を払って、月その他の天体を含む宇
宙空間におけるすべての活動を行うものとする。条約の当事国は、月その他の天体を含む宇宙空間の有害な汚
染、及び地球外物質の導入から生ずる地球環境の悪化を避けるように月その他の天体を含む宇宙空間の研究
及び探査を実施、かつ、必要な場合には、このための適当な措置を執るものとする。条約の当事国は、自国又は
自国民によって計画された月その他の天体を含む宇宙空間における活動又は実験が月その他の天体を含む宇
宙空間の平和的探査及び利用における他の当事国の活動に潜在的に有害な干渉を及ぼすおそれがあると信ず
る理由があるときは、その活動又は実験が行われる前に、適当な国際的協議を行うものとする。条約の当事国
は、他の当事国が計画した月その他の天体を含む宇宙空間における活動又は実験が月その他の天体を含む宇
宙空間の平和的な探査及び利用における活動に潜在的に有害な干渉を及ぼすおそれがあると信ずる理由があ
るときは、その活動又は実験に関する協議を要請することができる。

第11条
月その他の天体を含む宇宙空間における活動を行なう条約の当事国は、宇宙空間の平和的な探査及び利用に
おける国際協力を促進するために、その活動の性質、実施状況、場所及び結果について、国際連合事務総長並
びに公衆及び国際科学界に対し、実行可能な最大限度まで情報を提供することに同意する。国際連合事務
総長は、この情報を受けたときは、それが迅速かつ効果的に公表されるようにするものとする。
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宇宙活動法に基づく主な許可状況の公表

内閣府宇宙開発戦略推進事務局では、各年度の打上げ許可及び人工衛星管理許可の件数を、ホームページ

（https://www8.cao.go.jp/space/application/space_activity/application.html）上で公表している。
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米国におけるライセンス状況の公表

FAAでは、ライセンス数及びライセンスに基づく活動数をホームページ
（https://www.faa.gov/data_research/commercial_space_data）上で公表している。また、付与されたライセンス文書

も閲覧可能となっている。
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